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お正月休みのお知らせ
　

そろそろお正月となりますが、皆さま方のお陰で「京大東アジアセンターニュースレター」もこの一年間予定通り発行し続けられました。ここに深く御礼申し上げます。

　また、大変勝手なことでございますが、お正月休みにつき、次週は当ニュースレターを休刊させていただきたく存じます。ご迷惑をお掛けしますが、ご理解のほどよろしくお願い致します。

　編集者より
========================================================================
「中国経済研究会」のお知らせ 

2011年度第8回（通算第24回）の中国経済研究会を下記の内容で開催することになりました。大学院で労働経済学を研究している劉洋氏に講演していただくことになっていますので、大勢の方のご参加をお待ちしております。 
記 

時  間： 2012年1月17日(火) 16：30－18：00 

場  所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館・地下１階みずほホール
報告者： 劉洋（リュウヨウ） 京都大学大学院経済学研究科博士後期課程
テーマ：  「なぜ中国で高失業と人手不足が共存するのか―サーチ・モデルに基づく分析」 

注：本研究会は原則として授業期間中の毎月第３火曜日に行います。2011年度における開催(予定)日は以下の通りです。 

前期：4月19日（火）、 5月17日（火）、 6月21日（火）、7月19日(火) 

後期：10月18日（火）、11月15日（火）、12月3日（土）、1月17日（火） 
（この件に関するお問い合わせは劉徳強（liu@econ.kyoto-u.ac.jp）までお願いします。なお、研究会終了後、有志による懇親会が予定されています。） 

************************************************************************************************
中国ニュース　１２.１９－１２.２５
ヘッドライン
■　通信：中国３Ｇ携帯ユーザー１．１億人を突破
■　人口：中国史上初、都市部人口が農村を上回る
· 調査：教育費用は中国大陸世帯総支出の４４％に
· 環境：２０１０年にエンジン付き車両の汚染物質排出量、５０００万トン超
· 教育：中国における外国語の学習者３億人、言語数は５６種類

· エネルギー：新疆に埋蔵量がアジア最大規模の炭田が発見
· 節気：中国各地、民俗の習わしで冬至を迎える
· 山西：麺作りロボット、改良タイプが登場
· 台湾：中国大陸に嫁ぐ台湾女性が急増
· 北朝鮮：葬儀出席なら弟に殺される？金総書記長男の去就に注目

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝
ニュース詳細

· 通信：中国３Ｇ携帯ユーザー１．１億人を突破

【１２月２１日　中国証券報】１２月２０日までに、中国聯通、中国電信と中国移動、三大通信キャリアの３Ｇ契約数が１１月末時点で１．１億件を突破した。中国聯通の１１月の３Ｇ新規契約数は３３８．４万件で、今年６月から６カ月連続で過去最高を更新した。今年１～１１月までの３Ｇ新規契約数は２２４７．４万台で、今年の目標である２５００万件の達成はまず間違いないという。中国聯通が好調なのは１０００元程度の手ごろなスマートフォンが爆発的に普及したためで、通年の販売台数は１１００万台に上ると予測する。中国移動の１１月の３Ｇ新規契約数は２６７．９万件で、３Ｇ契約総数は４８００．７万件に達した。２Ｇを含めた１１月の新規契約数は５４３万件で、今年１～１１月の新規契約数は６０３０．２万件、契約総数は６．４億件に達した。

· 人口：中国史上初、都市部人口が農村を上回る

【１２月２０日　経済参考報】中国社会科学院の社会学研究所李培林所長は１９日、中国における都市部人口が歴史上初めて農村部を上回ったと述べた。生活や生産の方式、職業構造、消費行動、価値観などの巨大な変化を伴う現象という。２０１０年の統計では都市部人口が全人口の４９．６８％だったが、人口変化の傾向にもとづけば、すでに都市部人口が農村部を上回ったことは確実という。中国では都市部戸籍と農村部戸籍の区別があるが、農村部戸籍保持者の３割程度は臨時戸籍の取得などで都市部に居住している。都市部が従来の農業人口を急速に「吸い込んでいる」ことも、都市部人口の増加を後押しした。収入面では、農村部住民の伸びが都市部住民を上回る現象が、２０１０年、１１年と２年間連続した。しかし、もともと農村部住民の収入が極端に低い状態だったため、李所長は「収入構造の転換点が出現したとは言えない」と指摘している。

· 調査：教育費用は中国大陸世帯総支出の４４％に

【１２月２４日　中国青年報】２０１１年度「中国家庭教育消費報告」がこのほど発表された。同報告によると、中国の家庭の教育関連支出は、月平均１３７０元（約１万６４４０円）と、１カ月の世帯総支出の４４％を占めている。就学前段階の教育費は、大学在学中の教育費に次ぐ多額支出となっている。塾に行っている生徒の割合は、小学生が最も高く、保護者の８０％以上が子供を小学生から塾に通わせたいとしている。また、留学に対して関心を示す家庭は７０％以上で、主に専門の教育関連サイトから情報を得ていた。今回の報告は、約３０省・市の３万世帯の教育関連支出状況調査をまとめたもので、ある程度の経済力と消費意識を備えた中堅層を主な調査対象としている。国内の主要消費層である彼らの家庭教育支出に対する考え方や行為から、教育関連投資に対する中国国民の全体的なすう勢や期待がある程度読み解ける。

· 環境：２０１０年にエンジン付き車両の汚染物質排出量、５０００万トン超

【１２月１９日　国家環境保護部】中国国家環境保護部がこのほど発表した「２０１１年中国機動車汚染防治年報」で、十一五（２００６～２０１０年）期間中のエンジン付き車両による汚染物質排出状況が明らかになった。年報によれば、２０１０年に全国のエンジン付き車両が排出した汚染物質の総量は５２２６．８万トンで、同部の陶徳田スポークスマンは「大気汚染の最大の原因は排気ガスだ」と指摘し、最も切迫した課題の一つだとの認識を明らかにした。０５年から１０年の全国におけるエンジン付き車両の保有台数は６０．９％増加したが、汚染物質の排出量はわずか６．４％の増加にとどまった。このなかで自動車の保有台数は１５０％の伸びを見せたが、汚染物質の排出量は７．４％の増加にとどまっており、汚染防止への取り組みは一定の成果を挙げたとみられる。同部は今後も様々な対策を投じて大気汚染を改善するとしている。

· 教育：中国における外国語の学習者３億人、言語数は５６種類
【１２月２１日　中新網】中国教育部によると、中国共産党中央政治局委員で、国務委員でもある劉延東氏は、このほど開催された「第６回孔子学院大会」で、中国には外国語学習者が３億人存在し、学習している言語は５６種類に及んでいることを明らかにした。全外国語学習者のうち、小学校から大学までの学生の学習者が２億６０００万人を占めている。一方、中国政府が中国語と中国文化普及のために世界各地で設立している「孔子学院」は、今年は３６カ所で、１３１教室を新設し、生徒数が３９％増加した。中国語教師８０００人以上が１００以上の国で中国語を教えており、１１８カ国の学生５０００人以上が奨学金を受けて中国で研修を受講した。　
· エネルギー：新疆に埋蔵量がアジア最大規模の炭田が発見
【１２月２２日　人民網】新疆ウイグル自治区鄯善県にある沙爾湖の炭田探査・開発現場指揮部門の魏成副総指揮よると、沙爾湖の炭田探査の前期作業がほぼ完了し、埋蔵量は約８９２億トンであることが確認された。超大型炭田の採掘計画はすでに国家関係部門に提出され、審査・認可が下り次第、採掘に取り掛かるという。専門家による１年以上に及ぶ数回の探査、７機関による探査で、同エリアの埋蔵量は約８９２億トンであることが確認された。確認埋蔵量はアジア最大で、超大型炭田となる。この石炭層の厚さは平均１３０メートル、厚いところでは２１７メートルに達する。炭質は良く、イオウ、リン、灰分の含有量が少なく、発熱量が高く、有害元素が比較的少なく、火力発電用、ガス化用、動力用の石炭に適した良質の資源だという。

■　節気：中国各地、民俗の習わしで冬至を迎える
【１２月２２日　中新網】１２月２２日は旧暦の冬至に当たる。冬至の日に太陽が南回帰線上にあるため、北半球では一年間で昼が最も短く、夜が最も長くなる日である。中国では昔は「冬至」が一年の始まりとされ、二十四節気もこの「冬至」から始まる。この日に中国各地ではそれぞれの民俗の習わしに従ってこの節気を迎えた。中国の北方地域では冬至に餃子を食べる習慣がある。手作り餃子のイベントが各地で行われ、大いに盛り上がった。四川ではこの日に羊肉を煮込んだスープを飲む習慣がある。南方では湯圓（中身を入れた団子をゆでたもの）を食べる習慣がある。

· 山西：麺作りロボット、改良タイプが登場
【１２月２４日　中時網】中国人発明家が独自に開発した、「麺（めん）づくりロボット」に、“改良タイプ”が登場していたことが分かった。設置されているのは山西省太原市内の飲食店。小麦をこねた塊（かたまり）を持ち、右手の刃物で次々に削る「刀削麺」を作る機能は従来タイプと同じ。ただし、デザインはまったく異なる“改良タイプ”である。飲食店経営者は「効率は人間の３倍。給料も必要ない。待遇に不満で辞めてしまうこともない」と、大満足している。なお、改良型ロボットは日本でなじみの薄いデザインだが、中国人にとっては有名なアニメーションのキャラクター「喜羊羊」と一目で分かる。来店の子供たちに大人気という。

· 台湾：中国大陸に嫁ぐ台湾女性が急増

【１２月２３日　中国台湾網】台湾の統計によると、現在台湾における大陸新婦と大陸新郎の割合は７対３だが、０９年と１０年の資料を比較すると、大陸新郎（香港、マカオを含む）は２１％の増加となっているのに対し、大陸新婦の増加はわずか１％だった。０９年は大陸新郎が６９０人であったのに対し、大陸新婦は１万２３３３人。これが１０年には大陸新郎は１５０人増えて８４０人、大陸新婦は１８６人増えて１万２５１９人となり、大陸男性配偶者の増加率が高いことがわかる。台湾の統計では、１０年の１５歳以上の台湾独身女性の割合は３割を超えるのに対し、大陸の一人っ子政策に加え、男子が家を継ぐという伝統的な問題も加わり、近年２０歳から４５歳の結婚適齢期の男性が女性よりも１８００万人多く、２０２０年には３０００万人に上るとみられている。

· 北朝鮮：葬儀出席なら弟に殺される？金総書記長男の去就に注目

【１２月２５日　中評新聞網】１２月２８日に行われる北朝鮮の金正日総書記の葬儀に、後継者に指定された三男の金正恩氏との確執が伝えられる長男、金正男氏が出席するかどうかが注目を集めている。金正男氏は中国の北京とマカオで“隠遁生活”を送っている。金日成主席が正男氏の母、成蕙琳氏を総書記の妻と認めなかったため、正男氏は長くその存在を伏せられ、モスクワやスイスで教育を受けてきた。その後、０１年には偽造パスポートで日本への入国を試み強制退去させられたことが正日氏の逆鱗に触れ、長い国外生活を余儀なくされていた。正男氏は現在、北京とマカオを行き来する生活を送っているとされるが、カジノでの豪遊やブランド品に囲まれたぜいたくな暮らしぶりも伝えられる。同氏は葬儀のための帰国が弟の正恩氏を刺激し、「最悪の場合は暗殺される」ことを恐れているとみられ、動向が国内外の注目を集めている。
************************************************************************************************
中国関連本　：　２０１１年　第５報　
２０．ＤＥＣ．１１
中小企業家同友会上海倶楽部代表

東アジアセンター外部研究員(協力会理事)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小島正憲
１９０. 「紅いベンチャー」　　服部英彦著　　カナリア書房　　８月１０日

１９１．「上海・華東進出　完全ガイド」　　NAC国際会計グループ　　カナリア書房　　９月２０日

１９２．「史料　満鉄と満州事変（上）　満州事変前史」　　アジア経済研究所図書館編　　岩波書店　　９月２８日

１９３．「チェンジング・チャイナの人的資源管理」　　白木三秀編著　　１０月６日
１９４．「孫文」　　桝添要一著　　角川書店　　１０月１０日
１９５．「ポイント解説！　中国会計・税務」　　近藤義雄著　　千倉書房　　１０月１１日

１９６．「中国情陸」　　柿澤一氏著　　メディア総合研究所　　１０月１５日

１９７．「中国文化大革命のダイナミクス」　　谷川真一著　　お茶の水書房　　１０月１８日

１９８．「これから伸びる中国企業地図」　　野村総研（上海）　　中経出版　　１０月２３日

１９９．「中国産業地図」　　亜州IR編　　日本経済新聞社　　１０月２４日

２００．「中国義士伝」　　冨谷至著　　中公新書　　１０月２５日

２０１．「古井喜美と中国」　　鹿雪瑩著　　思文閣出版　　１０月２８日

２０２．「中国　改革開放への転換」　　加茂具樹・飯田将史・神保謙編著　　慶応義塾大学出版会　　１０月３１日
２０３．「中国華北農村の再構築」　　小林一穂・劉文静編著　　お茶の水書房　　１０月３１日

２０４．「“中国残留孤児”の社会学」　　張嵐著　　青弓社　　１０月

２０５．「それでも、小売業は中国市場で稼ぎなさい」　　西河豊著　　中経出版　　１１月３日

２０６．「中国成長企業５０社－長江編－」　　NET CHINA・ブレインワークス編　　カナリア書房　　１１月１０日

２０７．「１００語でわかる中国」　　井川浩訳　　白水社　　１１月１０日

２０８．「長春発ビエンチャン行　青春各駅停車」　　城戸久枝著　　文藝春秋　　１１月１５日

２０９．「“対外援助国”中国の創成と変容　１９４９-１９６４」　　岡田実著　　お茶の水書房　　１１月１５日

２１０．「李鴻章」　　岡本隆司著　　岩波新書　　１１月１８日

２１１．「“敗者”からみた中国現代史」　　荒井利明著　　日中出版　　１１月２０日

２１２．「“華中特務工作”秘蔵写真帖」　　広中一成著　　語り：梶野渡　　彩流社　　１１月２０日
２１３．「中国化する日本」　　與那覇潤著　　文藝春秋　　１１月２０日

２１４．「中国モノマネ工場」　　阿甘著　　徐航明・永井麻生子共訳　　日経BP社　　１１月２１日

２１５．「清水安三と中国」　　太田哲男著　　花伝社　　１１月２５日

２１６．「アジアの非伝統的安全保障Ⅱ　中国編」　　天児慧編　　勁草書房　　１１月２５日

２１７．「巨竜中国は２０２２年に崩壊する」　　關洸念著　　セルパ出版　　１１月２８日

２１８．「現代中国の消費文化」　　松浦良高訳　　岩波書店　　１１月２９日

２１９．「辛亥革命と日本」　　王柯編　　藤原書店　　１１月３０日

２２０．「中国の近未来への予言書」　　孫樹林著　　桐文社　　１１月３０日

２２１．「中国女性消費者のリアル」　　沖野真紀著　　カナリア書房　　１１月３０日

２２２．「中国スーパー企業の研究」　　沈才彬著　　アートデイズ　　１２月１日

２２３．「甦る日本！　今こそ示す日本の底力」　　段躍中編　　日本僑報社　　１２月９日

２２４．「中国の公共外交」　　趙啓正著　　王敏監訳　　三和書籍　　１２月１０日

２２５．「２０２５年　米中逆転」　　渡部恒雄著　　PHP研究所　　１２月１２日

２２６．「中国文化強国宣言批判」　　高井潔司著　　蒼蒼社　　１２月１２日

２２７．「中国の情報通信革命」　　エリック・ハーウィット著　三宅功監訳　高杉耕一・黒川章訳　　NTT出版　　１２月１５日

２２８．「知識ゼロからの中国ビジネス入門」　　吉村章著　　幻冬舎　　１２月１５日

２２９．「アジア市場を拓く」　　川端基夫著　　新評論　　１１月１５日

２３０．「中国は２１世紀の覇者となるか？」　　ヘンリー・キッシンジャー他著　酒井泰介訳　　早川書房　　１２月１５日
２３１．「日中もし戦わば」　　マイケル・グリーン、張宇燕、春原剛、富坂聰共著　　文春新書　　１２月２０日
２３２．「中国・電脳大国の嘘」　　安田峰俊著　　文藝春秋　　１２月２０日

２３３．「中国ビジネス　２０１２」　　日経BP社　　１２月２５日

２３４．「“仮面の大国”中国の真実」　　王文亮著　　PHP研究所　　１２月２９日

２３５．「“すいません”が言えない中国人　“すいません”が教えられない日本人」　井上一幸著　健康ジャーナル社　１２月３１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
************************************************************************************************
　【中国経済最新統計】

	
	①

実質GDP増加率

(%)
	②

工業付加価値増加率(%)
	③

消費財

小売総

額増加率(%)
	④

消費者

物価指

数上昇率(%)
	⑤

都市固定資産投資増加率(%)
	⑥

貿易収支

(億㌦)
	⑦

輸　出

増加率(%)
	⑧

輸　入

増加率(%)
	⑨

外国直

接投資

件数の増加率

(%)
	⑩

外国直接投資金額増加率

(%)
	⑪

貨幣供給量増加率M2(%)
	⑫

人民元貸出残高増加率(%)

	2005年
	10.4
	
	12.9
	1.8
	27.2
	1020
	28.4
	17.6
	0.8
	▲0.5
	17.6
	9.3

	2006年
	11.6
	
	13.7
	1.5
	24.3
	1775
	27.2
	19.9
	▲5.7
	4.5
	15.7
	15.7

	2007年
	13.0
	18.5
	16.8
	4.8
	25.8
	2618
	25.7
	20.8
	▲8.7
	18.7
	16.7
	16.1

	2008年
	9.0
	12.9
	21.6
	5.9
	26.1
	2955
	17.2
	18.5
	▲27.4
	23.6
	17.8
	15.9

	2009年
	9.1
	11.0
	15.5
	1.9
	31.0
	1961
	▲15.9
	▲11.3
	▲14.9
	▲16.9
	27.6
	31.7

	11月
	
	19.2
	15.8
	0.6
	(32.1)
	191
	▲1.2
	26.7
	10.0
	32.0
	29.6
	34.8

	12月
	10.7
	18.5
	17.5
	1.9
	(30.5)
	184
	17.7
	55.9
	9.7
	-44.6
	27.6
	31.7

	2010年
	10.3
	15.7
	18.4
	3.3
	24.5
	1831
	31.3
	38.7
	16.9
	17.4
	19.7
	19.8

	1月
	
	
	
	1.5
	
	142
	21.0
	85.6
	24.7
	7.8
	26.0
	29.3

	2月
	
	(20.7)
	(17.9)
	2.6
	(26.6)
	76
	45.7
	44.7
	2.5
	1.1
	25.5
	27.2

	3月
	11.9
	18.1
	18.0
	2.4
	26.3
	▲72
	24.2
	66.4
	28.1
	12.1
	22.5
	21.8

	4月
	
	17.8
	18.5
	2.8
	25.4
	17
	30.4
	50.1
	21.3
	24.7
	21.5
	22.0

	5月
	
	16.5
	18.7
	3.1
	25.4
	195
	48.4
	48.9
	29.3
	27.5
	21.0
	21.5

	6月
	10.3
	13.7
	18.3
	2.9
	24.9
	200
	43.9
	34.6
	8.3
	39.6
	18.5
	18.2

	7月
	
	13.4
	17.9
	3.3
	22.3
	287
	38.0
	23.2
	12.8
	29.2
	17.6
	18.4

	8月
	
	13.9
	18.4
	3.5
	23.9
	200
	34.3
	35.5
	21.2
	1.4
	19.2
	18.6

	9月
	9.6
	13.3
	18.8
	3.6
	23.2
	169
	25.1
	24.4
	12.2
	6.1
	19.0
	18.5

	10月
	
	13.1
	18.6
	4.4
	23.7
	271
	22.8
	25.4
	8.7
	7.9
	19.3
	19.3

	11月
	
	13.3
	18.7
	5.1
	29.1
	229
	34.9
	37.9
	28.1
	38.2
	19.5
	19.8

	12月
	9.8
	13.5
	19.1
	4.6
	20.4
	131
	17.9
	25.6
	9.2
	-13.3
	19.7
	19.9

	2011年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1月
	
	
	19.9
	4.9
	23.7
	65
	37.7
	51.4
	16.6
	11.4
	17.3
	16.9

	2月
	
	14.9
	11.6
	4.9
	－
	-73
	2.3
	19.7
	-10.9
	32.2
	15.7
	16.2

	3月
	9.7
	14.8
	17.4
	5.4
	31.2
	1
	35.8
	27.4
	10.5
	32.9
	16.6
	16.2

	4月
	
	13.4
	17.1
	5.3
	37.2
	114
	29.8
	22.0
	8.2
	15.2
	15.4
	15.8

	5月
	
	13.3
	16.9
	5.5
	33.6
	130
	19.3
	28.4
	12.1
	13.4
	15.1
	15.4

	6月
	9.5
	15.1
	17.7
	6.4
	11.8
	223
	17.9
	19.0
	6.6
	2.8
	15.9
	15.2

	7月
	
	14.0
	17.2
	6.5
	27.7
	315
	20.3
	23.0
	2.7
	19.8
	14.7
	15.0

	8月
	
	13.5
	17.0
	6.2
	33.4
	178
	24.4
	30.4
	6.4
	11.1
	13.6
	14.8

	9月
	9.1
	13.8
	17.7
	6.1
	27.3
	145
	17.0
	21.1
	-3.5
	7.9
	13.1
	14.3

	10月
	
	13.2
	17.2
	5.5
	34.1
	170
	15.8
	29.1
	-0.6
	8.7
	16.7
	14.1

	11月
	
	12.4
	17.3
	4.2
	21.4
	145
	13.8
	22.6
	-12.9
	-9.8
	16.2
	14.0


注：1.①「実質GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。

2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意

されたい。また、(　　)内の数字は1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。

　　3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。

出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。
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